















In Japan, consideration of policy has been mixed into constitutional interpretation in a
vague manner. Consequently, arguments over constitutional interpretation and arguments over
policy are not distinguished clearly. In this article, I insist that it is necessary to draw a sharp
line between constitutional interpretation and proposals for public policy, so that we will be
able to establish the theory of public policy as an independent field of study.
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166-168頁(1996年)を参軌See Abram Chayes, The Role ofthe機e in Public Law Li勧tion, 89 Harv. L.




























































































































































































































に求められるべきである｣として､ ｢人権｣と｢公共の福祉｣､ ｢自由｣と｢統制｣､ ｢秩序｣と
進歩｣･ ｢安定｣の対概念については､ ｢前者の理念に重点を置くべき｣だとする36)っまり､
｢憲法政策の主な目的は､何よりも憲法理念一立憲民主制においては人権保障-の実現と､
そのた桝こ最適と思われる制度の整備にある｣というのである37)
たとえば､行政改革の一環としてパブリック･コメント制度を導入することは憲法の要請
ではないが､立憲民主主義の基本価値をよりよく実現するので憲法政策としてのぞましいと
いう主張が可能となろう｡また､司法制度改革の一環として裁判官の選任方法に民意を反映
する制度を導入することは憲法の要請ではないが､立憲民主主義の基本価値をよりよく実現
するので憲法政策としてのぞましいという主張についても同様である0
このような憲法政策論を正当化する見解は､憲法が要請も禁止もしていない(許容してい
る)政策についても､ ｢憲法上望ましい｣ものとそうでないもの､ ｢立憲民主制の基本理念｣に
適合的なものとそうでないもの､ ｢向憲法的｣なものとそうでないもの(｢反憲法的｣なもの)
とを区別することができるという考えを前提としている｡この点で､ゆるやかな憲法解釈論
を正当化する見解と軌を一にしている.すなわち､ ｢憲法の要請とまではいえないが立憲民主
制の基本理念によりよく適合する｣､ ｢違憲とまではいえないが反憲法的である｣などの言明
34)市川･前掲注(21) 686-687貫､ 697貢注(31)｡
35)小林直樹･憲法政策論8頁(1991貢)｡小林のいう憲法政策論には､ ｢憲法の部分改正を要する政策｣がふくまれる｡
同17-20貢｡
36)小林･前掲注(35) 24頁､ 30貫｡
37)小林･前掲注(35) 38頁｡
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は､まさしくゆるやかな憲法解釈論上の言明にはかならない｡したがって､ゆるやかな憲法
解釈論に対する前述の批判がここでも同様に妥当するというべきである｡
たとえば､司法制度改革の一環として弁護士費用の敗訴者負担制度の導入の是非を論じる
場合､敗訴者負担制度の導入により正当な権利者が敗訴リスクを回避するために提訴を回避
する可能性があるため､ ｢権利の完全な回復｣､ ｢裁判所への容易なアクセス｣などの政策目標
が競合･対立することがありうる38)このような場合には､競合価値の衡量･選択の結果あ
るべき政策論(たとえばこの制度の導入論)をみちびきだし､これを｢憲法の理念により適合的｣
だと主張するのではなく､ ｢憲法上｣という名をかぶせずに個別の価値(この場合には｢権利の
完全な回復｣という価値)にてらしてのぞましいと主張するほうが､政策論として透明かつフ
ェアな議論ではないだろうか｡
さらに､ゆるやかな憲法解釈論や憲法政策論を正当化すれば､憲法学と公共政策学とが部
分的に融合して憲法規範の内容が多様化･多面化し､本来つよい効力をみとめられるべきコ
アの憲法準則の弱体化をまねくおそれがあるようにおもわれる｡むしろ､憲法解釈論と政策
論とを自覚的に分離することにより､一方で憲法解釈論の役割を明確化するとともに､他方
で公共政策学を独立の学問分野として確立する必要があるのではないか｡公共政策学をあら
たな分野として確立するためには､さまざまな政策論に憲法の名をかぶせて主張してきた従
来型の考え方が一見有用であるようにみえるが､連なのではないかoむしろ､憲法解釈論に
なんとなく混入している政策的考慮をひとつひとつ点検し､政策的主張とはことなる憲法解
釈論の独自の役割を明確化することによって､反面として公共政策学の独自の守備範囲がう
かびあがってくるのではないだろうか｡
3　ま　　　と　　め
第一に､憲法の変革ともなう制度改革論について､以下のように要約することができる｡
①憲法改正論:法改正論は法解釈論と裏表の関係にあるため､憲法解釈のなかに政策的考慮
をいかに浸透させても実現できないような変革を実現するためには､憲法自体の改変が必要
となる｡憲法学の大勢は憲法改正をともなう制度改革論には慎重であるが､この姿勢は憲法
改正コストの計算という現実的な考慮によると考えられる｡ ②憲法改革論:近時の制度改革
にいう｢この国のかたち｣の再構築は､実質的にみて憲法の変革をともなう制度改革論の一
種に分類できる｡ただ､憲法典の改変をともなわない制度改革に憲法改革の名をかぶせるこ
とには､憲法規範の名目化をまねき憲法典の規範的効力の弱体化をまねくという問題がある｡
第二に､憲法の変革をともなわない制度改革論について､以下のように要約することがで
38)裁判費用の軽減策については､菅原郁夫｢民事訴訟へのアクセス｣笹田-亘理-菅原編･前掲注(28) 194頁､川嶋
四郎｢より利用しやすい司法制度｣ジュリスト1198号119頁､ 12ト123頁(2001)を参照｡
192 国際公共政策研究 第6巻第2号
きる｡ ①立法政策論:憲法が要請も禁止もしていない政策的課題の実現は､立法政策の問題
とされ､その当否を判断する基準は､違憲か合憲かという法的判断ではなく､目的と手段が
妥当かという政策的判断である｡憲法学からは､制度的･手続的観点から立法のあり方のコ
ントロールを論じることが可能であり､立法学や法政策学のこころみが注目される. ②憲法
政策論:憲法からみて望ましい政策･法律の提唱を｢憲法政策論｣とよび､立法政策のある
べき内容を憲法によって方向づけることを承認する立場がある｡憲法政策論を正当化する見
解は､憲法が要請も禁止もしていない政策にも｢憲法上望ましい｣ものがあると考えるので､
ゆるやかな憲法解釈論を正当化する見解と軌を一にしており､ゆるやかな憲法解釈論に対す
る批判が同様に妥当する｡このような場合には､ ｢憲法上｣という名をかぶせずに個別の価値
にてらしてのぞましいと主張するほうが政策論として透明かつフェアな議論である｡憲法解
釈論と政策論とを自覚的に分離することにより､一方で憲法解釈論の役割を明確化するとと
もに､他方で公共政策学を独立の学問分野として確立する必要がある0
お　わ　り　に
従来の憲法学では政策論が憲法解釈論のなかに唆味なまま混入し､そのままの状態で放置
されてきたのであって､両者の関係が十分に整序されてこなかった観がある｡ゆるやかな憲
法解釈論を正当化する見解は､両者の関係を整序しようとするひとつのこころみとして評価
することが可能であるが､それによって政策論がさらに多岐化し､ますます憲法の規範的効
力を弱体化させる方向に傾いたようにおもわれる｡明示的なものにしろ黙示的なものにしろ､
憲法解釈論のなかに政策論を混入させる従来型の理論は､憲法学による政策論的主張と解釈
論的主張が相互に足を引っぼりあう結果をまねき､両者の説得力がともに低下する結果をま
ねいてきたのではないだろうか｡
本稿では､このような問題意識から､憲法解釈論と政策論とを自覚的に分離することによ
り､一方で憲法解釈論の役割を明確化し､他方で公共政策学を独立の学問分野として確立す
る必要性を主張した｡この観点からは､基本法制の変革に憲法改革論の名をかぶせる議論や､
のぞましい政策論に憲法政策論の名をかぶせる議論は､憲法解釈論と政策論の関係の整序･
明確化をはかるうえでなお問題をはらむといわざるをえない｡近時の制度改革にいう｢この
国のかたち｣の再構築を考えるうえでも､憲法解釈学と公共政策学のそれぞれの守備範囲を
明確にして､のぞましい政策論のありかたをあるべき個々の価値にてらしてひとつひとつ議
論してゆく必要があるようにおもわれる｡
